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事業名 流域治水対策河川事業

事業期間 昭和60年～平成47年

事業区間 九十九里橋～源川合流点

全体事業費 98億1700万円

１．事業の概要

事業区間 L=15.4km

整備中区間 L=9.1km



１．事業の概要

事業概要

代表横断図

事業延長 ： L＝15.4km

事業内容 ： 河道改修 L=15.4km

橋梁架替 11橋

堰改築 3基

揚水機場整備 1ヶ所

樋門樋管整備 49基

イメージ図

整備目標 ： 治水安全度 １／１０（５０mm/h相当）

築堤 護岸

河道掘削

築堤

３

（成東地点：河口から８．９ｋｍ）



１．事業の概要
事業の必要性

年超過確率1/10規模降雨に対応するため、河川の改修を行い、治水安全度の

向上を図る必要があります。
発生日 洪水名

降雨状況(mm) 浸水面積 浸水被害家
屋(棟)総雨量 時間最大 (ha)

H元.7.31 台風17号 249 42 140 136

H3.9.19 台風８号 110 18 166 24

H8.9.22 台風17号 264 41 355 338

H16.10.9 台風16号 229 38 94 82

H25.10.16 台風26号 290 30 121 78

Ｈ25.10.16洪水 浸水実績図

４

山武市中心市街地
（成東駅南）

（Ｈ25.10.16洪水)



５

成東堰

総武本線

九十九里橋
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事業区間 15.4km

２．事業の進捗状況

成東大橋上空から上流方向をみる

中金ヶ谷橋上空から上流方向をみる

残事業整備
対象区間
L=3.5km残事業整備

対象区間
L=1.1km

施行済
区間
L=1.4km

施行済
区間
L=3.1km

整備中区間 9.1km
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２．事業の進捗状況

※図中の数字は進捗率（％）を示す。（平成29年度末見込）

63％

72％

59％

費用（億円）

事業の進捗状況（事業費）
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３．社会経済情勢等の変化

昭和 40 年頃：市街化率が約11％ 平成 26 年：市街化率が約23％

JR日向駅周辺
の

市街化の様子

日向駅周辺 日向駅周辺

成東駅周辺 成東駅周辺



４．事業投資効果

費用便益分析（B/C）

現在価値化の算定
社
会
的
割
引
率

治水経済調査
マニュアル（案）
国土交通省河川局
平成17年4月

便益算定手順 費用及び便益算定の前提
基準年次 ：平成2９年度
完成年次 ：平成4７年度

完成後評価期間：50年間
社会的割引率：４％

便益の算定
被害防止便益
残存価値

費用の算定
事業費
維持管理費
事業費の0.5％

便益の現在価値
（B）

費用の現在価値
（C）

８



４．事業投資効果

便益（B）
被害防止便益 残存価値 総便益

費用便益比
（B/C）

５．７

１５８億円 １億円 １５９億円

費用（C）
事業費 維持管理費 総費用

２５億円 ３億円 ２８億円

便益（B）
被害防止便益 残存価値 総便益

費用便益比
（B/C）

２．８

４３２億円 ３億円 ４３５億円

費用（C）
事業費 維持管理費 総費用

１３９億円 １５億円 １５４億円

注１） 便益・費用については、基準年における現在価値化後の値である。

費用便益比

残事業評価

全体事業評価

９



４．事業投資効果

事業着手時の浸水区域

現時点の浸水区域

事業完成時の浸水区域

浸水区域の
解消

経済損失の
解消

残事業評価

全体事業評価

年超過確率1/10規模
の降雨

年超過確率1/10規模
の降雨

被害防止便益の考え方

着手時 完成現時点

Ｅｘ)４億円 【青枠線】
全体事業で

軽減される被害額

評価時点

被
害
軽
減
額

残事業で
軽減される被害額

これまでの事業で
軽減された被害額

Ｅｘ)３億円

１１



１０

平成29年度時点浸水図

４．事業投資効果

山武市中心市街地
（ＪＲ成東駅周辺）

ＪＲ日向駅周辺市街地



４．事業投資効果

分類 効果（被害）の内容

直接被害
２２．３億円
４３．６億円

家屋被害
５．８億円

１１．５億円 家屋（住居・事業所）が浸水することによる被害

家庭用品被害
２．０億円
３．０億円 家具や自動車等が浸水することによる被害

事業所資産被害
０．３億円
１．１億円 事業所が浸水することによる資産や在庫品による被害

農漁家資産被害
０．１億円
０．２億円 農漁家が浸水することによる資産や在庫品による被害

農作物被害
０．３億円
１．２億円 浸水による農作物の被害

公共土木施設等被害
１３．８億円
２６．６億円 道路や橋梁、電気、ガス、水路など公共土木施設等の被害

間接被害
０．４億円
１．８億円

営業停止被害
０．１億円
０．８億円 浸水した事業所、公共・公益サービスの停止・停滞による被害

応急対策費用
０．３億円
１．０億円 浸水に伴う清掃などの事後活動等の出費等による被害

計
２２．７億円
４５．４億円

上段：残事業 下段：全体事業※金額は、表示桁数の関係で合計額と一致しない場合がある。

項 目 残事業 全体事業

軽減される氾濫面積 172ha 600ha

軽減される浸水家屋数 160戸(95戸） 833戸（126戸）

※ ( )書きは床上浸水区域の世帯数被害防止便益
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４．事業投資効果

項目 残存価値 備考

構造物以外の
堤防及び

低水路部等

０．５２億円
１．４０億円

構造物以外の堤防及び低水路等は、減価しない
ものとする。

護岸等の
構造物

０．０５億円
０．２２億円

護岸等の構造物は評価対象期間終了時点の残
存価値を10％とする。

用地費
０．６８億円
２．０３億円

取得時の価格に基づき算定。

計
１．２６億円
３．６５億円

上段：残事業
下段：全体事業

評価対象期間終了時点（施設完成年次から50年後）における残存価値

残存価値

１３



４．事業投資効果（前回評価との比較）

前回再評価
（H24）

今回評価
（H29）

備考

治水経済調査
マニュアル（案）

平成17年4月 平成17年4月

基準年次 平成24年度 平成29年度

施設完成年次 平成31年度 平成47年度
整備計画策定（変更)
に伴う

完成後評価期間 50年間 50年間

総便益（B） 306億円 160億円
事業進捗に伴い
整備効果が発現

総費用（C） 40億円 28億円
事業進捗に伴い、
残額が減少

B/C 7.7 5.7

前回評価との比較（残事業評価）
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５．事業の進捗の見込み

●平成47年度の完成を目標として、整備を進めており、事業費ベースで

６割程度まで進捗している。

●約8割の用地取得が完了しており、今後の工事の進捗が期待できる。

１５



６．コスト縮減
発生資材の再利用

工事において発生する掘削土や発生コンクリート塊を再利用して、
築堤や護岸等を整備。
経済的な工法の選定

軟弱地盤上に築堤を行う箇所においては、地盤上に先行してより重い過
重を加えておくプレロード工法を採用するなど、経済的な工法の選定に
努めている。

今後も新工法等の適用や効果的な整備手法を検討し、
維持管理を含めて、効率的な改修に努める

既設護岸等の
コンクリート塊の
再利用
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７．対応方針（案）

事業を継続することとする

【理由】

○事業の投資効果が見込める。

残事業 費用対効果 B/C= 5.7 ＞ 1.0

事業全体 費用対効果 B/C= 2.8 ＞ 1.0

○特に被害の大きかった成東駅・日向駅周辺市街地の浸水対策を緊急的に

実施しているため、残る区間の進捗を図り、流域全体の治水安全度を高め

ていく必要がある。

○地元市からも強い要望があり、事業の進捗が望まれている。
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